
労働（職業訓練・実習）が人間的成長に果たす意義

田中萬年（元職業能力開発総合大学校・明治大学兼任講師）

わが国の労働と教育との特異な関係について

濱口桂一郎は「 」

（ 労基旬報 ）と揶揄しているが、労働が「人『 』

間的発達」に及ぼす意義についてはわが国にお

いても「労働陶冶論」として紹介されてきた。

それは の「猿が人間になるについ

ての労働の役割」のように、人類の発達と伴に

発展してきた。その教育論は小林澄兄が

（玉川大学出版部）に纏めてい

る通りである。そして、小関智弘の

（岩波新書）に行き着く。労働が社

会を造り、文化を創ることに果たした意義を否

定できる者はいないだろう。しかし、その労働

を保障する職業訓練への評価は極めて低い。

本シンポ案内文に、 年に北欧理事会が提

起した 等により

教育・職業訓練を媒介に労働市場のあり方を再

考しようとしている、との紹介がある。モビケ

ーションとは流動性の と

を合体した言葉である。この前にはイギリスの

ブレア政権が 省と雇用省を統合して

教育雇用省を設立し、そして

に再編

し、学歴資格と職業資格を統合したＮＶＱ（国

家職業資格）制度を追究してきた。

しかし、労働政策と教育政策がほとんど水と

油のようである我が国の観念で考えると理解不

能である。現に、日本版ＮＶＱとして見倣って

いるが学歴資格は議論していない。

教育職業技能省やモビケーションを理解する

ためには教育観の転換が必要である。つまり、

わが国の教育観（これは職業訓練観と裏腹だと

いえる）とは異なる国際的な 観を理

解すべきことがある。それは、

１． は潜在「能力の開発」の意で

あったにも関わらず、これを為政者が行う「教

育」と意訳したことが知られていないこと、

２． が「下達と上達」で示したように、

職業能力の習得は自身の努力よることが認識さ

れず、また 「訓練する」には自動詞があるにも、

関わらず「訓練」を疎外してきたこと、

３． における

は貴族の教育を否定した庶民（エミ

ール等）のための を示したのであっ

たが、それを「消極教育」と訳し、その真意を

誤解した（元木健「人間形成の根底と職業人育

成のあり方とは ）こと、」

４． の「一般陶冶論」は労働陶冶

との統合の上に成り立つということを誤解し、

労働陶冶論を疎外した（佐々木英一「ドイツ教

」） 、育学における一般陶冶と職業陶冶の関係 こと

５． （ も）の勧告・条約では

学校教育は職業訓練の一環として位置付いてい

ることが理解されていないこと、

の五大誤解（無理解）が大きい。

このような戦前からの誤解は戦後の教育界で

も拡大深化した。その最大の問題はマッカーサ

ー草案にもなかった「教育を受ける権利」を民

主的規定としたことである。また、

では であるが、こ

「 」 。れも 教育を受ける権利 だとしたことである

職業能力は孟子が言うように教えられず、本

人の努力による。つまり、天職を目指した能力

。 「 」の習得でなければならない それは 職業訓練

として制度化されているが 「訓練する」の他動、

詞のみを強調して批判し、自動詞があることを

無視した。しかも 「教育する」には自動詞が無、

いことをも無視してきたため「教育を受ける」

教育と労働との密接な無関係
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を民主的として妄信してきた。

「教え子を再び戦場に送り出さない」という

モットーを報告者も否定しないが、では

という目標が不明な戦後

の教育であった。例えば、 は丸山真男

との対談（ 年）で

と、 の「徒弟を教育している

のではなく、人間を教育するのだ」の論と近い

論を述べていたが、この極めて重要なテーゼは

生産教育論に転化され、やがて経済成長が進む

と宮原は生産教育論からも撤退・隠匿し、教育

界から忘却された。

その背景には教育界において「職業教育」は

将来の可能性を制限するとして疎外する観念が

。 、 「 」あった これは 宮原が 職業とは

だとしたように、職業概念を極めて批判的に位

置づける土壌があった。つまり、職業教育は

であるが、この職業を

意味する とは天職であろう。むしろ

こそ企業等からやらされる業務の

意であり、このような「職業」についての観念

の区別をしていない問題があった。

職業教育に限らず戦後教育は が「教

育の文字ははなはだ穏当ならず。発育と称すべ

きなり」と提言した（明治 年）ことから出

発し、戦前の教育を克服すべきであった。

戦後の“民主的”教育観念が労働能力を疎外

した。例えば、旧「教育基本法」にあった「勤

労の場所における教育」について

の「技能者養成所、…等の教育施設に対して

も、…教育の機会均等の趣旨に基づき、…大学

へ進みうるために、単位制クレジットを与える

…」の建議（昭和 年 月 日）を文部省が

拒絶したことへの批判論を知らない。ただ、職

業訓練大学校の は日本の教育の機会

均等は「 」と

批判した（ 』多摩出版 。）

大学での職業教育が叫ばれている今日、中央

教育審議会大学分科会大学教育部会は職業能力

開発短期大学校等の単位をようやく認めたが、

しかし、大学への編入学は今後の検討の課題だ

としている（平成 年 月 日 。職業教育）

の拡大強化が叫ばれる今日でも「教育」に呪縛

された思考停止は続いているのである。

近代主義教育を超えるためには、日本人の起

草した新憲法草案の中でＧＨＱが唯一参考にし

た の が「教育」を忌

避していたことを人間形成論として検討すべき

であった。要綱は一方、労働権を極めて重視し

ており、労働能力を保障する過程で人間的発達

。 。は可能とする倫理であった しかし無視された

鈴木と同様な理解として、 は「労働と

、 、学習は内的に結合され 相互に相手を必要とし

相手の質を高めていく関係が創り出される」

( 年)と論じている なお 鈴木の要綱は 戦。 、 「

争 の文字が忌避されていたため」

として尊重されていることとは好対照だ。

教育界では人間的発達に及ぼす労働の意義に

ついて重視されなかったが、教育界から埒外と

された職業訓練界で、労働陶冶論は日本的に発

展してきた。当日の報告では実習の意義と定義

、 （ ）の問題について整理し 労働 職業訓練・実習

が人間的成長に及ぼす意義と事例について紹介

したい。なお、事例については

に逐次

アップするのでご参照頂きたい。
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